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中国における「持続可能性」と観光の展開
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要旨
　近年中国の観光は目覚ましい発展を遂げている。その背景には何があるのか。また、このような成長は
いつまで続くのか。これらは多くの研究者の関心の的になっている。管見によればこれまでの中国の観光
に関する研究では、持続可能性（sustainability）との関連において、観光の経済的効果の問題が取りあげ
られる傾向が強かった。もちろん社会的効果に関する議論も少なくない。ただ、そこにおける議論の多く
は既存の経済システム、もしくは既存の社会システムというコンテクストを前提としており、したがって
機能主義的な分析が目立っているように思われる。本稿ではこのような認識から、持続可能性についてそ
れを支える行為という視点から分類を行い、そしてそれをもとに「和諧社会」との関連で中国における持
続可能性の性格を分析し、その上で今日中国において最も活発な様相を呈していると思われるグリーン・
ツーリズムないしルーラル・ツーリズムとしての「郷村旅遊」、エスニック・ツーリズムとしての「民族旅遊」、
レッド・ツーリズムの「紅色旅遊」などについて考察を行った。その結果、数値として現れる今日の驚異
的な発展は基本的には手段的持続可能性によるものであり、それゆえ脆弱性を原理的に抱えているという
指摘を行うことができた。
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１　はじめに
　中国の国家観光局（中国名「国家旅遊局」。2018年 3 月から「文化和旅遊部」に昇格）による「2015
年世界観光10大ニュース」は、当該年の中国国内観光客1の延べ人数が40億人に達し、海外からの観光
客の延べ人数も 1 億 2 千万人超となったが、これはいずれも世界一である2と伝えている。そしてその２
年後の同局の統計によると、2017年の国内観光客は延べ50.1億人に達し、海外からの観光客は延べ 1 億
3,948万人、海外への旅行者は延べ 1 億3,051万人となった3。この数字からもわかるように中国は今日名
実共に観光大国となっている。このように観光の規模が大きくなると、当然ながら世界の観光への影響も
強大になり、さらには観光そのもののあり方への影響も無視できなくなる。
　本稿では、このように発展する中国の観光について、その性格、方向性について分析し、観光そのもの
のあり方について考えたい。その際、持続可能な観光、もしくは持続可能な観光の発展における、持続、
持続性に焦点を当て、その概念整理を通して観光の性格、方向性についての分析枠組みを確保し、それを
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もとに中国における観光の展開を分析することにする。
　Sustainable Development（持続可能な発展）という概念については、周知のように国際自然保護連合
（IUCN）による1980年の「世界保全戦略」（World Conservation Strategy）において最初に提起された。
その後1987年には国連環境と開発に関する世界委員会（WCED）の報告書 Our Common Future の中で、
持続可能な発展の理念に関して「将来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく、今日の世代のニー
ズを満たす」4という説明がなされ、これがその後一般に援用されるようになった。さらに５年後の1992
年の国連環境開発会議で採択された持続可能な発展の行動綱領では、自然環境のみならず社会への配慮も
強調され、経済発展と環境、社会の持続の均衡という理念が示された。
　なお、Sustainable Developmentは自動詞としての発展のほかに、他動詞としての開発、即ち先進国に
よる発展途上国の開発として表現されることもあるが5、さらに、「開発」、「発展」を避け、「持続」が強
調された表現が使われることもある。したがって、sustainabilityには、少なくともこの３つの意味合いが
含まれると言える。
　持続可能な発展論の中で提起されるようになった持続可能な観光（Sustainable Tourism）も基本的に
は上記意味構造を抱え込むようになる。近代化論理によって生まれたマス・ツーリズム的観光は今でも
主流を成しているが、それにより生態系破壊、空気汚染、地域の人間関係・社会生活の変質（経済的価
値観の浸透による影響）などが問題視され、それに代わる観光の形としてオールタナティブ・ツーリズ
ム（Alternative Tourism）のコンセプトが提示され、エコ・ツーリズム等が登場するようになる。そして
1990年代初期からオールタナティブ・ツーリズムの表現は持続可能な観光に取って代わられるようにな
る6。この持続可能な観光については、開発・発展の延長線上にある持続可能な発展論の要素とオールタ
ナティブ・ツーリズム的要素とが融合されているという説［宮本、2009］や、「『Sustainable Tourism』
は自らが生みだしてきた負の側面に目を向け、それらを包摂するような『再帰的』なメカニズムを有する
資本主義を維持するための、社会装置の一つとして機能している。」［遠藤、2010、pp.29-30］という指
摘のような、どちらかといえば、開発・発展の延長線上にある持続可能な発展論として捉える見方などが
あるが、「持続可能な観光を実現するための規範」としての世界観光倫理憲章（The Global Code of Ethics 
for Tourism）第１条から第10条までの内容7からは、両者の融合説がより説得力があるように思われる。
　このように、持続可能な観光の定義については諸説あるが、本稿ではまず持続、持続可能性について一
般的な定義を行った上で、その持続、持続可能の結果がどのような動機による行為の結果なのかという基
準により、観光の持続可能性、持続可能な観光について分類を試みる。まず、観光が将来においても続く、
あるいは続く可能性があることを持続、持続可能性として一般的に定義しよう。そして、このような結果
を支える行為を、「俗」的行為（手段的行為）、「聖」的行為（倫理的行為）、「遊」的行為（表出的行為）8
に分類する。「俗」的行為・手段的行為による観光の持続可能性の場合を「持続可能性Ⅰ」、「聖」的行為・
倫理的行為による観光の持続可能性を「持続可能性Ⅱ」、そして「遊」的行為・表出的行為による観光の
持続可能性を「持続可能性Ⅲ」と呼ぶこととする。以下ではこのような視点から現代中国における「持続
可能性」の性格と観光の展開との関係について分析する。
２　「和諧社会」論と観光事業の展開
　改革開放以前観光市場は基本的に存在しなかった。改革開放後国家観光局に国際市場開発司ができるな
ど（1988年設置）、海外観光客獲得に注力するようになるが、その後の1989年の天安門事件の影響によ
り停滞を余儀なくされ、本格的な発展は1990年代になってからである。松村ら［松村・辻本、1999］は
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中国の国際観光について次のように４つの時期区分を行っている。即ち、政治主導期（1949～1978年。
社会主義圏からの政治巡礼が中心）、政治・経済並行期（1978～1985年。外貨獲得の手段としての観光
の色合いが濃くなる。観光客も急増するようになる〔1978年：180.91万人、1984年：1285.22万人〕9）、
経済優先期（1986～1991年）、経済主導期（1992～1999年）などがそれである。もちろん、1999年
以降も経済主導が続いていると見てよい。この４時期のうちの経済優先期の後半までは、観光は政治の手
段としての性格が強かった。そもそも1949年以降の国の旅行会社は政治的な接待をする役割を担ってき
た。改革開放初期の1980年代までは外国人接待のための中国国際旅行社、海外の中国系の人たちの接待
のための中国旅行社、海外の青年との交流のための中国青年旅行社といった３社が中国を訪れる国際観光
客の８割を受け入れていた「王文亮、2001」。90年代を境目に国際観光は政治的な手段から経済的な手
段へと転換し、利益追求が重視されるようになる。
　そして2000年代からは国内観光が急速に成長するようになる（1994年：524〔百万。以下同〕、1996
年：639.5、1998年：695、2000年：744、2002年：878、2004年：1102、2006年：1394、2008年：
1712、2010年：2103、2012年：2957、2014年：3611、2016年：4440、2017年：5010）10。 要 す
るに中国における産業としての観光はアメリカや西ヨーロッパより遅れて開発が開始されるようになり、
ちょうど世界的に持続可能な発展の認識が広まり、観光においても持続可能な観光の価値観が浸透しつつ
ある中で観光産業を挙国体制で進めることとなったのである。したがって中国の観光産業はその発展の初
期段階から持続可能な発展、持続可能性と緊密に結びついていると言えるのであり、中国における持続可
能性の把握は観光の本質につながる。
　持続可能な発展、持続可能性に関しては、中国は1992年の国連環境開発会議の持続可能な発展に関す
る行動綱領を受け入れ、1994年3月25日の国務院常務会議において、持続可能な発展の全体的戦略と政策、
社会の持続可能な発展、経済の持続可能な発展、資源の合理的利用と環境保護などの４つの部分からなる
「中国21世紀議程」を決定しているが、本格的な展開は国策としての「和諧社会」建設の推進においてで
あり、したがってその推進の考察を通して中国における持続可能性の把握が可能となる。「和諧社会」の
概念は2004年９月19日中国共産党第16期第4回会議で正式に提起され、2006年10月11日共産党第16期
第6回大会において「和諧社会建設の重大決定」（「中共中央関于構建社会主義和諧社会若干重大問題的決
定」）が審議決定され、2020年までに社会主義和諧社会を建設するという目標が提示された。
　この「決定」では、和諧社会建設の原則として、人間本位の堅持、科学的発展の堅持、改革開放の堅持、
民主と法治の堅持、改革・発展・安定のバランスの堅持、党の指導のもとでの全社会共同による建設の堅
持、などが挙げられているが、重点は一番目の「人間本位」（「以人為本」）と二番目の「科学的発展」に
おかれているとみることができる。「人間本位」は、（党と政府による）人民に依拠した、人民のための発
展を推進し、「人間の全面的発展」を促進する、という姿勢として説明されているが、最後の「人間の全
面的発展」が人間性の解放、ひいては人間性の尊重という解釈につながるようになった。
　そして、二番目の「科学的発展」の説明では、人間と自然の調和的発展が強調されている。ちなみにこ
の「科学的発展」は胡錦濤の「科学発展観」という思想として2007年の共産党第17期大会において党の
規約に盛り込まれるようになり、その後憲法の「序文」にも記載されるようになった。
　なお、2007年10月15日の党の第17期大会において「科学的発展観」について、一義的に重要なのは
発展、核心は人間本位、基本的に求められるのは持続可能、根本的な方法は大局観、といった説明がなさ
れている11。
　要するに、中国は改革開放後外国から資本と技術を導入して国内に工場をつくる形で産業化を進めるこ
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ととなったが、それによって環境問題や格差問題が深刻となり、政府は上記の和諧社会の建設を進めるこ
ととなったのである。そしてその重要な手がかりとして観光産業の発展が位置づけられるようになった。
中国では観光産業については「無煙産業」（non-smoke industry）という認識が強く12、自然な成り行き
といえるが、まさにそのため後になって批判されるようになった乱開発が伴われたとも言える。
　2003年国家旅遊局によって提出され、国家質量監督検験検疫総局によって承認・発布された「旅遊規
劃通則」をはじめ、2007年国家旅遊局による「旅遊資源保護暫行辨法」、さらに2010年の国家旅遊局・
環境保護部等による「国家生態旅遊示範区建設与運営規則」など、観光開発の準則となっている規則では
持続可能な観光のための自然・環境保護が強調されているが、当然ながら開発が大前提となっている。そ
して2013年10月 1 日から施行された「中華人民共和国旅遊法」第４条には「観光業の発展は、社会面の
効益、経済面の効益、生態系面の効益の統一という原則のもと進められるべきである」とあり、この部分
は、中国における持続可能な観光の発展の指針と言える。一方、とりわけ2000年代に入ってから、観光
振興の政策が強力に進められるようになる。
　2009年12月１日政府は「観光業の発展の加速化に関する国務院の意見」（「国務院関于加快発展旅遊業
的意見」〈国発〔2009〕41号〉）を通達しているが、そこでは観光産業発展の加速化のために、観光産業
を経済の戦略的支柱として格上げし、財政支援、税収優遇、人材育成支援、レジャー消費の促進などの政
策を打出している。そして2013年には国務院弁公庁から「国民観光レジャー綱要（2013－2020）」（「国
務院弁公庁関印発国民旅遊休閑綱要（2013－2020）的通知」〈国弁発〉〔2013〕10号）が通達され、国
民観光レジャー時間の保障、国民観光レジャー環境の改善、国民観光レジャー基礎施設建設の推進等の
指示がなされた。さらに、2014年には国務院から「観光業の改革と発展を促進することに関する国務院
の若干の意見」（「国務院関于促進旅遊業改革発展的若干意見」〈国発〔2014〕31号〉）という通達が出さ
れ、有給休暇実施、観光基礎施設建設、財政金融支援、観光消費などの促進に関する指示がなされ、また
2015年には国務院弁公庁から「観光の投資と消費を一層促進することに関する国務院弁公庁の若干の意
見」（「国務院弁公庁関于進一歩促進旅遊投資和消費的若干意見」国発〔2015〕62号）という通知が出さ
れたが、そこでは、中西部地域開発の推進、観光地の道路・駐車場・トイレなどの基礎施設の建設の推進、
観光市場の価格や経営秩序規範化の推進、一般車・キャンピングカー用のキャンプ場や特色ある観光地域
への観光投資推進、レジャー観光商品開発推進、ネットを活用した観光推進、観光消費市場の創出推進、
高齢者旅行促進、修学旅行促進、漢方薬関連健康観光推進、郷村観光の個性化推進、観光による脱貧困化
推進、有給休暇・フレキシブル勤務制度による観光消費促進、差別化観光用地優遇政策推進、観光企業の
融資チャネル拡大化などの指示がなされた。
　上で確認した通り、とりわけ2010年代以降国内観光が飛躍的に発展しているが、その背景ではこのよ
うな政策が進められてきたのである。ここから見えてくるのは「持続可能性Ⅰ」である。つまり経済発展
という大前提のもとで「工場」型産業による弊害の縮減等で生じる余力も投入する形で新しいフロンティ
アとして位置づける観光に国を挙げて取り組むことにより観光の発展が続き、その持続可能性も確信され
ているのである。しかし、「無煙産業」という錯覚のもとでの乱開発も含め、この持続可能性には脆さが
あると言わねばならない。中国政府が最も力を入れているグリーン・ツーリズムないしルーラル・ツーリ
ズム（「郷村旅遊」）、エスニック・ツーリズム（「民族旅遊」）、レッド・ツーリズム（「紅色旅遊」）につい
ての考察を通してこの辺の事情をもう少し詳しく分析することとする。
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３　格差是正と「郷村旅遊」
　「郷村旅遊」は農村観光と直訳されるが、グリーン・ツーリズムないしルーラル・ツーリズムとして捉
えられる。そして近年ではアグリ・ツーリズム的な要素も加わるようになった（ただ、アグリ・ツーリズ
ム的な部分については「休閑農業」という表現をする傾向もある）。日本で早くから一般用語としても使
われるようになったグリーン・ツーリズムについては日本の農林水産省は「農山漁村地域において自然、
文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動」（ここの滞在は日帰りも含む）13と定義しているが、中国
における「郷村旅遊」も基本的には、具体的な展開を不問にすればこれに相当すると言える。
　ヨーロッパや日本におけるグリーン・ツーリズムとは異なり、中国の「郷村旅遊」は都市と農村の格
差、ひいては農村地域の貧困問題の解消を目標に掲げた、国主導の事業という性格が強い。建国後戸籍制
度によって都市と農村が分断され、農村地域は近代化に取り残されることになり、貧困が再生産される状
況が続いてきた。都市部で近代化が進む中、農村の多くの人々はいわゆる「農民工」という、住民票の移
動を認められていない出稼ぎ労働者として都会の底辺で生活するようになり、農村地域が廃れていくよう
になった。いわゆる「三農問題」（農業の低生産性、農村の荒廃、農民の貧困）が1990年代に大きく取り
あげられるようになり、その解決策として観光による農村の振興が議論されるようになった。2005年に
始動した「社会主義新農村建設」プロジェクト14では持続可能な発展という前提のもとでの、「ありとあ
らゆる方法」による農民増収、都市農村間格差縮小が強調され、「休閑農業」のようなアグリ・ツーリズ
ムを新しい農業発展のモデルとして全国展開することなど農村観光振興の必要性が示された。
　そして2014年国家発展改革委員会は「郷村観光富民プロジェクトを実施し観光による貧困脱却を推
進することに関する通知」（「関于実施郷村旅遊富民工程推進旅遊扶貧工作的通知」〔発改社会〈2014〉 
2344号〕）の中で、「新しいメカニズムを創出し農村貧困脱却を着実に推進することに関する意見」（「関
于創新機制扎実推進農村扶貧開発工作的意見」〈中弁発〔2013〕25号〉）の実施のために、国家発展改革
委員会、国家旅遊局、環境保護部、住房城郷建設部、農業部、国家林業局、国務院扶貧開発領導小組弁
公室は郷村観光富民プロジェクトを開始することとなったとし、貧困救済の目標として、2015年までに
2000カ所の貧困村、2020年までには6000カ所の貧困村の郷村観光事業を支援し、就業率の向上を促す
とともに、各重点支援村の郷村観光の年営業利益100万元達成を目指し、毎年郷村観光を通して直接的に
は100万人、間接的には50万人の貧困脱却を成し遂げる、としている。
　また、中国国家旅遊局と国務院扶貧開発領導小組弁公室は2015年７月10日、2015年から2020年まで
の５年間で、観光発展により1200万人が貧困から脱却する見通しであると発表している。また、具体的
な方法として、（1）「農家楽」（農家民宿）などの観光経営に直接参加、（2）経営農家で接客等の仕事に就く、
（3）農産物を観光客に販売する、（4）農村観光合作社への参加や土地の貸し出し、（5）農村観光事業に
投資する、などを挙げている15。さらに、2016年 8 月、国家旅遊局と国務院扶貧開発領導小組弁公室に
よる全国郷村観光と観光による脱貧困事業推進大会が河北省張家口市で開かれ「郷村観光による貧困脱却
プロジェクトのアクションプラン」（「郷村旅遊扶貧工程行動法案」）が発布された。このプランでは第13
次５カ年計画期間中（2016年～ 2020年）に2.26万カ所の村の貧困脱却が掲げられている。
　このようなこともあり、とりわけ2010年代に郷村観光は飛躍的に発展するようになる（郷村観光客数
の推移は次の通りである〔単位：億人〕。2008年：3、2009年：3.4、2010年：4、2011年：6、2012年：
8、2013年：10、2014年：12、2015年：20、2016年：21、2017年：22）16。
　「郷村旅遊」は主に次のような形で展開されている。（1）「農家楽」（農家民宿）。農家が自分の庭、農
産品、周囲の景観などで観光客に食事、宿泊、遊覧、娯楽（釣りなど）等を提供する。これは比較的一般
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的な「郷村旅遊」で、四川省成都市郊外の農科村は「農家楽」の発祥の地として知られる17。この村は花
卉産業が盛んでそれを利用した「農家楽」の展開が特徴的である。ちなみに2014年末現在全国の「農家
楽」は200万カ所を数える18。そして2016年末現在「郷村旅遊」により672万戸の農家が受益し、それら
の農家の平均収入は 6 万元を超えている19。（2）農村地域に展開するレジャーランド型の農園。ホテル等
も備え、農業関連体験を中心とした、自然と触れ合うさまざまな体験、娯楽活動ができる。（3）市民農園。
農家が農地の一部を都市民に貸し、都市民が野菜、花などを栽培する形式。農家が管理を代行する場合が
多い。（4）果物狩り農園。（5）牧畜業体験牧場。これらのうちとりわけ（1）～（3）は大都市の周辺に集
中する。
　「郷村旅遊」の類型についてはまた、歴史文化名村観光、田園農業観光、民族風情観光、村落郷鎮観光、
科学・教育観光、自然回帰観光、農業文化遺産観光など［張祖群、2014］を挙げることもできる。さらに、
ハイテク農業観光園モデル、農業風景と自然景勝の複合モデル、景勝地との連携モデルなどの複合類型［彭
順生、2016］も確認される。
　このように「郷村旅遊」は今日前述の主要なかたちを中心にさまざまな展開を見せている。問題点とし
ては、観光商品の同質化（地域の特色が打出せていない）、過剰な開発による農村性消失、過剰な人造景
観建設、従業者の職業素養レベルの低さ、政府施策の偏り（一部地域優遇）［呉琳、2013；李剛・黄朕、
2016］、などが一般的に指摘されている。豪華なホテルが「農家楽」の名称で営業されているところも
あり、「洋家楽」というカテゴリーもできている。ただ、もっと注目すべきは政府が目論んでいる格差解
消、貧困脱却への影響である。農村の貧困人口は確実に減少している（2011年：12238（万人。以下同）、
2012年：9899、2013年：8249、2014年：7017、2015年：5575、2016年：4335、2017年：3046）20。
政府は観光による貧困脱却の成果を強調しているが、「農家楽」など「郷村旅遊」の場合、都市の周辺に
集中する傾向があり、貧困が集中する辺鄙な山村の貧困問題への影響は検討の余地があるように思われる。
　観光開発による経済格差解消、しかも期限を設けての観光による貧困脱却推進。このような状況下では
目先の利益の為の商品模倣（観光商品の同質化、農村性消失等）は避けられないように思われる。これは
当然ながら観光資源の性格に抵触するのであり、「持続可能性Ⅰ」さえ揺るがしかねない。
４　民族融和とエスニック・ツーリズム
　周知のように中国は多民族国家で、全人口の92％を占める漢民族の他に政府公認の55 の少数民族が独
自の文化を持っており、それが「民族旅遊」と呼ばれる民族観光、エスニック・ツーリズムの対象となっ
ている。中国の少数民族文化は共産党政権樹立後土地改革や様々な政治運動、とりわけ文化大革命によっ
て大きな打撃を受けた。それが改革開放後の1970年代末あたりから（広西壮族自治区の桂林は文革後期
の1973年から）まずは外国人観光客の誘致による外貨獲得、そして地域の振興、民族融和などの視点か
ら、民族観光が政府主導で進められてきた。1970年代末から1980年代初めにかけて少数民族地域の自治
区、省の行政機関に観光関連企画管理部門が設けられ本格的に観光事業が進められるようになった。
　少数民族地域は大概辺鄙な山村からなり、経済的に立ち後れているため、地域の振興は民族融和に
とって重要な意味をもつ。2000年の西部大開発の始動に伴い、2003年に国家発展改革委員会、国家旅遊
局、国務院西部開発弁公室は「西部旅遊投資規劃」21を打ち出し、民族観光への資金面の支援を強化した。
2005年 5 月中共中央と国務院によって公布された「民族関連事業を一層強化し少数民族と民族地域の経
済社会発展を加速化させることに関する決定」（「関于進一歩加強民族工作加快少数民族和民族地区経済社
会発展的決定」〈中発〔2005〕10号〉）では少数民族地域の経済発展が強調され、2009年７月の国務院
中国における「持続可能性」と観光の展開（李） 53
による「少数民族文化事業を一層繁栄させ発展させることに関する国務院の若干の意見」（「国務院関于
進一歩繁栄発展少数民族文化事業的若干意見」〈国発［2009］29号〉）では、民族観光の発展の必要性が
強調されている。さらに2013年から習近平政権によって計画され2015年から本格的に推進されることと
なった「一帯一路」の開発との関連では、西北の新疆はシルクロードの核心的な地帯であり、西南の広西
は一帯一路を結ぶ重要な地域であるため西部少数民族地域の観光事業の推進は加速されるようになった。
　関係資料22によると2000年の西部大開発開始後民族地区の観光客と観光収入は毎年10%以上の成長を
遂げ、2008年からは観光客、観光収入ともにほぼ毎年20%前後の成長をしている。2009年4.4億人だっ
た観光客が2013年には9.57億人に達し、観光総収入も、2009年の3284億元から2013年には9330.13億
元に達している。そして2013年GDPの10%以上を観光が占めるようになった５つの省・自治区のうち、
民族観光が盛んな貴州省は29.61%、チベット自治区も20.45%を占めるに至っている。そして2016年現在、
5A級観光地36カ所（全国の18%）、国家級景勝地39カ所（全国の18.84%）、国家森林公園141カ所（全国
の18.82%）、国家地質公園31カ所（全国の22.46%）、国家自然保護区119カ所（全国の29.24%）を擁す
るに至っている。
　なお、2008年から2009年にかけてチベット自治区、新疆ウイグル自治区、四川省、甘粛省などで起き
たチベット族とウイグル族による反政府抗議運動により関連地域の民族旅行は大きな打撃を受けたが、少
数民族地域全体レベルではそれを乗り越えての発展ということになる。　
　中国のエスニック・ツーリズムは、観光地の形態から主に４種類に分けられる。（1）自然村遊園地型、
（2）人工遊園地型、（3）自然村博物館型、（4）「農家楽」型、などがそれである。（1）の自然村遊園地型
は、少数民族の村全体が観光地として整備されているところで、観光客は主に村人たちの日常の生活、生
産活動を観察し、観光客のために用意される民族舞踊などを観賞し、主に観光客のために催される伝統行
事等のイベントに参加する形で理解を深めることになっている。村の中に宿泊等観光関連施設が整ってい
るところが多い。ここで代表的な村を３つ取りあげる。①貴州省にある郎徳上寨。人口500人ほどの苗族
の村で、改革開放後一番早く観光対象の民族文化村として対外開放された。1987年のことである。1997
年に文化部から「中国民間芸術の郷」として命名され、2001年には全国重点文物保護対象となった。年
間３万人程度の観光客が訪れる。吊脚楼と呼ばれる伝統住宅、迎賓の酒の儀式、民族舞踊、民族楽器演奏
などが主な観光の対象となっている。入村料が徴収され、展示室などの観覧費が必要である。近くに同様
の仕組みの大規模観光地西江千戸苗寨が開発されたため閑散となった。所属県である雷山県の2015年の
統計報告23によると、県政府による郎徳上寨など県下の16の観光村への投資額は1.2億元、農村観光従業
者6000人超、郎徳上寨と西江苗寨の村民収入の80%超が観光収入、となっている。
　②貴州省にある西江千戸苗寨。①と基本的に同じ仕組みであるが、規模が大きい。2017年７月現在国
家社会科学基金プロジェクト「民族文化観光発展の『西江モデル』」（「民族文化旅遊発展的“西江模式”」）
の責任者李天翼氏によれば24、2008年の西江千戸苗寨の観光客は77万人で、観光総合収入も１億元あま
りに過ぎなかったが、2016年には観光客480万人、観光総合収入41億元に達している。そして発展過程
において政府が主導的な役割を果たしたと強調する。また、同氏によれば、苗族は平等を重視するため、
文化保護補償の名目で村人に給付金を配ったり、中心から離れて住んでいる村民には露店の場所を提供し
たりなどして利益が村人全員に行き渡るように工夫もしているが、しかし観光の市場化による格差は依然
として問題となっている。③雲南省南部の紅河哈尼族彝族自治州の４県に広がる主にハニ族の棚田である
紅河哈尼梯田（総面積約100万ムー〔6.67万ヘクタール〕）。2013年中国の第45カ所目の世界遺産となっ
たが、この遺産登録により観光がさらに活性化し、棚田の本来の仕組みが崩壊するのではという危惧の声
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も聞かれる。観光地として開放されている区域は入場料が必要であるが、観光客が増加し、観光客によっ
て写真を撮られることが増えたため住民の不満が増幅し、若い世代は棚田での農作業を嫌うようになって
きているという［Nelson Graburn、2016］。
　（2）の人工遊園地型は、テーマパークのような形式で、園の中に各民族のゾーンがあり、観光客はそ
れを回る形で民族文化の理解を深めることになっている。園の中では民族舞踊等、各種イベントが催され
る。最も有名なのは深圳市にある中国民俗文化村と昆明市にある雲南民族村である。前者には27の民族
の村のゾーンが設けられており、後者には雲南省の25の民族の村のゾーンが設けられている。（3）の自
然村博物館型は、少数民族の村を丸ごと博物館として保護、研究を行うことを出発点としたものである
が、事実上観光の対象となっている。これは中国では民族生態博物館［呉必虎・余青、2000］と呼ばれる。
その代表的なものが貴州省にある梭嘎（Suoga）苗族生態博物館である。1998年10月中国政府はノルウェー
政府と協力して貴州省六枝特区にある梭嘎郷にアジア初の民族生態博物館を設立し、対外開放した。この
博物館とは、梭嘎郷に居住する「長角苗」（他称）と呼ばれる苗族の12の自然村（4000人程）からなる。
入村料は無料であるが、資料室「六枝梭嘎生態博物館」は入館料が必要である。観光客に対しては伝統儀
式である迎賓の酒のサービスもある。民家を訪ねることもできるが、病人がいる時は、訪問お断りのしる
しが玄関に掲げられる。訪れる観光客が少なく、その維持が厳しい状況にある。目下このような生態博物
館は全国で16カ所ある（貴州4、広西10、雲南1、内蒙古1）。生態博物館の理念として、文化遺産は原状
のままそれを所有するコミュニティ、環境の中に保存されるものであり（したがって生態博物館の面積は
コミュニティの面積と同じであり）、自他文化への尊重が思想的基礎としてあり、コミュニティの人々は
生態博物館から分離されない、などが強調されるが［呉必虎・余青、2000］、しかし梭嘎の場合、村には
電気が通り、テレビが入り、上下水道が整うようになり、政府は実質生態博物館の所有者として振る舞い、
住民は生態博物館についてあまり理解しておらず、政府と学者が彼らの文化代理者になっているなど、現
地の人にとって博物館は生活以外の世界となっている［毛俊玉、2011］。このように政府の関与が強すぎ
て当該地域の人々の積極性が発揮できない状況にあり、観光の対象となる中で、村人たちの古来の純朴な
生活様式や民族服飾はなくなり、生態博物館は「農家楽」的な色合いによって弱められている［田夏萌、
2016］という指摘もある。（4）の「農家楽」型は前述の「郷村旅遊」における「農家楽」と同じ形態で
行われるエスニック・ツーリズムのことである。
　これまでの考察でわかるように、中国におけるエスニック・ツーリズムは民族融和という政治的な目標
のもとで政権によって強力に進められ、実質経済的な成果が重視されている。これにより当然ながら様々
な問題が生じている。民族村などで観光客に提示されるのは進行形の民族の生活様式・文化ではなく、ノ
スタルジーの欲求を満たすための理想化された民俗なのであり、しかも民族歌舞の復元という名における
芸術家の創作的性格のものもあり、真実でない「伝統」の発明も認められる［Nelson Graburn、2016］。
また、民族観光の提供には若い女性が多く関わっているが、中には近代的生活に慣れている人も多く、彼
女たちは演じている「伝統」、「民族」が本当の自民族の歴史・文化の延長線上にあるとは考えず、現代の
社会・経済的状況に合わせたものとしてとらえるようになり、伝統的な農作業により生計を立てている同
族の人を蔑む人たちも出ている［Li Jing、2003；Chio Jenny、2009］といった問題もある。
　エスニック・ツーリズムは異文化交流である。しかし過度の商品化により交流する対象の異文化が形骸
化・虚構化していくのでは、中国政府が目論んでいる（と表明されている）民族間交流・理解による民族
融和の効果は疑問符がつくのであり、それどころか、「持続可能性Ⅰ」としての民族旅遊自体の持続可能
性も崩れていくように思われる。ただ、現にその傾向が見られるのだが、エスニック・ツーリズムの外装
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のままエンターテインメントの内実を補強していくのであれば、ある種のツーリズムとしての持続性はあ
る程度確保されるかもしれない。だがツーリズムは根底から問われよう。
５　イデオロギーの伝承とレッド・ツーリズム
　「紅色旅遊」と呼ばれる観光事業も挙国体制で推進中である。「紅色旅遊」については、中共中央弁公庁・
国務院弁公庁による「2004-2010年全国紅色旅遊発展企劃綱要」において、主に中国共産党が人民を率
いて革命と戦争の過程で打ち立てた功績関連の記念場所を参観し、その歴史、事績、精神を学習すること
であると定義している。ここではレッド・ツーリズムとしておく。
　この観光が国策として押し進められるようになった背景には、「三信危機」（共産主義・共産党・社会主
義事業に対する信仰・信頼・信念の危機）からの愛国主義教育とかつての「革命根拠地」の貧困脱却の課
題がある。1980年代は共産党政権樹立後最も自由な時期であり、欧米の民主主義思想が社会に浸透しつ
つあった。そのような時代背景のもと1989年の天安門民主化運動が発生し、武力によって鎮圧されるこ
ととなる。民主化運動の矛先は国体となっている社会主義制度、ひいてはそれを支えている共産党の独裁
体制だったこともあり、政権はこのような局面の打開を迫られていた。このような情勢の中で愛国主義の
教育・宣伝推進の方針が打ち出されるようになる。
　1994年 8 月中国共産党宣伝部作成の「愛国主義教育実施綱要」が通達されたが、この「綱要」では愛
国主義教育の主要内容として、中華民族の悠久な歴史、中華民族の優秀な伝統文化、党の基本路線と社会
主義現代化建設の成果、国の現状、社会主義民主と法制、国防と国家安全、民族団結、平和統一と一国二
制度、などが挙げられている。そして愛国主義教育の対象に関しては、全民教育とした上で、青少年を
重点的な対象とするとしている。さらに、戦争記念施設などの愛国主義教育基地の建設の必要性を強調
している。そして1997年７月中央宣伝部は１回目25の愛国主義教育モデル基地を社会に公布した。その
後2001年 6 月11日には 2 回目として100カ所を選定公布し、2005年11月21日には３回目として66カ所
を選定公布、2009年 5 月22日には４回目として87カ所を選定公布している。その後も選定公布が続き、
2017年 3 月29日現在全国愛国主義教育基地は428カ所26を数える。
　このような流れの中で、紅色観光が進められるようになる。2004年12月、中共中央弁公庁・国務院弁
公庁は「2004-2010年全国紅色観光発展計画綱要」（「2004-2010年全国紅色旅遊発展規劃綱要」）を公
布した。このなかで、基本原則として、社会効益を首位におくこと、各地の実情に基づくこと、全体的協
調を堅持すること、多方面からの参加を堅持すること、などを挙げ、発展目標として、紅色観光を愛国主
義教育の重要な陣地とすること、2010年までに15～18%の紅色観光者増加率を達成すること、12カ所
の重点紅色観光区域を育成し、30本の紅色観光ルートを整え、100前後の紅色観光地を作ること、2007
年までに年間観光客数50万人の観光地を50カ所確保し、2010年までにはそれを80カ所に増やすこと、
紅色観光を産業化することにより旧革命根拠地の有力産業として成長させること、2010年までに紅色観
光の総収入を1000億元に伸ばし、直接就業者200万人、間接就業者1000万人を達成すること、などを掲
げている。
　そして2011年 5 月に公布された「2011-2015年全国紅色旅遊発展企劃綱要」では、発展目標として
2015年までに年平均15%の紅色観光者増加率を確保することにより年間観光者数８億人突破を達成し、
全国内観光者に占める割合を四分の一に引き上げること、年平均10%の成長を続けることで総合収入
2000億元突破を達成し、50万人の直接雇用、200万人の間接雇用を創出すること、などを掲げている。
また、2016年10月23日に公布された「2016-2020年全国紅色旅遊発展企劃綱要」では、発展目標として、
和洋女子大学紀要　第59集56
2020年までに年間観光者数15億人突破を達成することを掲げている。
　この運動のような推進により、2016年の紅色観光客は11.47億人に達し、総合収入も3060.9億元に達
した。また、2016年末現在、年間100万人以上の観光客を確保した紅色観光地は118カ所に達している27。
このように数字上は国の予期の目標通りに進んでいることがわかる。ただ、青少年の愛国主義教育に重点
が置かれていることもあり、観光者は2013年のサンプル調査によれば15 ～ 35歳が64.6%と多い（「紅色」
を目標に訪れた観光者は62.8%で、しかも小学生の団体客や一部の中学生は計上されていない）28。
　紅色観光は政治的効果（愛国主義教育）と経済的効果（貧困地域の救済）のジレンマを抱えながらの展
開であり、直近では経済的効果に幾分比重が置かれつつあるように見受けられる。例えば国家観光局は
2016年 6 月「レッド・ツーリズムによる貧困救済・富裕化のモデル類型」（紅色旅遊扶貧富民的模式類型）
という文書29の中で、①赤＋緑、②赤＋古、③赤＋郷などのモデルを提示している。①では「赤の舞台で
緑が踊る」という形で、奇麗な山水とのふれあいを導入すること、②では地域の古くからの伝統文化との
ふれあいを導入すること、③では郷村観光的な要素を導入すること、などが強調されている。ただ、もう
一方では、党政の主導、政策による推進のもとでモデルを形成していくべきであるとも述べている。
６　おわりに
　これまでの考察からわかるように中国の観光事業を制度上根底から支えている理論である「和諧社会」、
「科学的発展」は少なくとも理念レベルでは持続可能な発展、持続可能性の原則を含んでいる。「和諧社会」
の「和諧」はバランスのとれた状態のことであり、具体的な内実としては人と人とのバランスは勿論のこと、
「科学的発展」を介して人と自然の調和も強調されているが、このバランス、調和は物事の持続につなが
るのであり、このことからも持続可能性との共通性を確認することができる（時系列からは「和諧」が「持
続可能性」の影響を受けたように思われる）。そして具体的に展開されている「郷村旅遊」、「民族旅遊」、「紅
色旅遊」においても形式上持続可能性が指針となっている。しかし持続可能性自体多様な類型を含むもの
であり、したがって中国における展開についてはこの視点から具体的に捉える必要がある。
　上で見てきたように、中国政府の文脈における「和諧」は、共産党（という主体）による、人民のため
の発展（さらには党が明言する理想社会の実現）、という目標に従属させられているのである。つまりそ
のような目標のための「和諧」、「持続可能性」なのであり、その意味では本稿の措定する、「持続、持続
可能の結果がどのような動機による行為の結果なのかという基準」［１章］からは、「俗」的行為・手段的
行為によって支えられる「持続可能性Ⅰ」という位置づけになる。ただ、この「和諧社会」からでてきた
「人間本位」（「以人為本」）という概念は自らの出自を否定する方向へ展開する可能性もある。
　このような「持続可能性」のもとでグリーン・ツーリズムないしルーラル・ツーリズムとしての「郷村
旅遊」は貧困脱却という明確な目標のための手段として展開され、エスニック・ツーリズムとしての「民
族旅遊」は「民族性」を損ねるリスクを伴いながら、民族融和、貧困脱却という目標のための手段として
展開されており、レッド・ツーリズムの「紅色旅遊」は、もっと明確に、体制維持という目標の手段とし
て展開されているという事実を確認することができた。
　巨大な数字の中に埋もれがちな（多くの錯覚を引き起こすような）この「持続可能性」の脆さはもっと
注目されてよいように思われる。本稿ではマクロな視点で問題点の重要な部分について考察を行ったが、
今後はミクロな視点からも考察を続けたい。
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